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はじめに

個別技術要件「周波数変動時の発電出力一定維持・低下限度」につき、火
力の特別高圧100MW未満(沖縄は35MW未満)、高圧・低圧の全容量への
適用が検討されているが、その対象に含まれる中小規模の発電用原動機の対応
可否について検討した。

出典)第12回グリッドコード検討会 資料4
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ご報告内容

1. 自家用発電設備の概要

① 発電用原動機の種類と運用目的

② ガスタービンの種類と特長

③ ガスエンジンの種類と特長

2. 要件案に対する技術的検討

① 周波数低下時におけるガスタービンの課題と対策

② 周波数低下時におけるガスエンジンの課題と対策

3. 要件案に対する経済的検討

4. 国内自家発火力の種類と発電電力量

5. 発電出力維持要件に関する欧米グリッドコードとの比較

6. 要件案への修正要望
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1. 自家用発電設備の概要

種類 蒸気タービン ガスタービン ガスエンジン ディーゼルエンジン

適用目的 エネルギー利用の効率化 エネルギー利用の効率化
（産業用、地域冷暖房）

エネルギー利用の効率化
（民生用、産業用）

非常用予備電源

出力規模 100～100,000kW
（比較的大規模）

500～55,000kW
（中～小規模）

5～12,000kW
（比較的小規模）

100～8,000kW
（比較的小規模）

起動時間 長 中 短 短

熱電併給 ほぼ無し 多くが採用 多くが採用 ほぼ無し

運用形態 一定の出力調整を想定 常時定格運転を想定 常時定格運転を想定 常時停止

中小規模の自家用発電設備は、適用目的・運用の考え方により、下記の各種原
動機が用いられている。
特にガスタービンおよびガスエンジンが多用される中小規模の自家発設備について

は、適用目的である「エネルギー利用の効率化」の側面から、常時定格運転による
エネルギー利用効率の最大化を前提に設計・運用されている。

① 発電用原動機の種類と運用目的
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分離

1軸型 2軸型

ガスタービンは大きく下記2種類に分かれ、用途によって選択されますが、出力維持
の点では挙動が異なり、特に「1軸型」については構造的な影響が顕著である。

1軸型 2軸型

構造 • 圧縮機とガスタービンが一体化
⇒周波数変化の影響が出力に直接現れる。

• 圧縮機とガスタービンが分離
⇒周波数変化の出力への影響は少ない。

周波数安定性
(短期変動）

• 負荷入切など極短時間の変動に対しては慣
性力が大きいため周波数が安定する。

• 慣性力が小さいため周波数が不安定。

用途 • 主に一定回転数で運用される発電用途に用い
られる。

• 中小型は工場の熱電併給や停電など系統異
常時のバックアップにも用いられる。⇒1軸型が
望ましい。

• 主に工場やパイプラインの圧縮機などの回転数
が変動する機械駆動用途で用いられるが、発
電用途にも使用される場合もある。

② ガスタービンの種類と特長

1. 自家用発電設備の概要
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③ ガスエンジンの特長

1. 自家用発電設備の概要

•ガスエンジンは、 2回転する間に「吸気」・「圧縮」・「燃焼」・「排気」という4工程で仕事をして
いるため、回転数が低下すると仕事をする回数が減り、同じ圧力条件では出力が下がる原
理となっている。

•周波数低下により回転数が低下した場合にも出力を維持するためには、1サイクル当りの空
気および燃料量を増やし、より高い圧力で送り込む必要があるため、燃焼室内の圧力が上昇
し、ノッキングや過早着火といった異常燃焼等を引き起こす可能性がある。

ガスエンジンの燃焼工程
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2. 要件案に対する技術的検討

周波数低下時、１軸ガスタービンは下記のような出力特性を示す。課題2は2軸
においても同様に影響があるが、１軸と比較して軽微である。

課題1： 周波数低下に伴う圧縮機空気流量低下 ⇒ 発電機出力減

課題2： 出力を維持するため、燃料増 ⇒ 高温部品許容温度超過

① 周波数低下時における1軸ガスタービンの課題と対策

【周波数低下時のガスタービン出力特性の一例】
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課題1. 圧縮機空気流量低下
 圧縮機側とタービン側が同じ軸で接続されている１軸のガスタービンの場合、周波数低下時には

以下の事象が発生する(下図参照)。

①系統周波数低下 ⇒ ②発電機回転数低下により圧縮機回転速度低下
⇒ ③燃焼器に送られる空気流量が低下 ⇒ ④燃焼ガス流量低下

⇒ ⑤タービンの仕事量減少 ⇒ ⑥発電機出力低下

課題2. 高温部品許容温度超過
 系統周波数低下した場合においても、タービンでの仕事量を確保して発電出力を維持し続けようと

すると、燃焼ガスのエネルギーが必要ですが、空気流量が低下したまま燃料流量を増加し続ければ、
燃焼器内の温度が上昇し、高温部の部品損傷を防ぐ目的で設置されている保護装置(タービン入
口温度)の制限を超過し、トリップする。

①系統周波数低下

②圧縮機回転速度低下

③空気量低下

④燃焼ガス流量低下 ⑤タービン仕事量低下

⑥発電出力低下

出力維持には燃焼エネルギーを増やす必要

⇒空気流量が減った中で燃料増加

⇒燃焼器内温度上昇

⇒保護装置の制限超過

① 周波数低下時における1軸ガスタービンの課題と対策

2. 要件案に対する技術的検討
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2. 要件案に対する技術的検討

対応方針 方法 検討結果 改善
効果

開発
費用

開発
期間

機器
コスト

効率
低下

評価 備考

1.
圧縮機空
気流量低
下の回避

a.可変静翼 • 可変静翼による流量調
節機構を追設する方法

• 空気流量増加方向への
調整範囲は限定的 △

1機種あ
たり
50億円
程度

5年
程度

120%
以上

5％
以上 ✕

• 圧縮機の大幅な設計変更要

• 空気流量/特性の変化に応じ、
燃焼器、タービン等も変更要

• 新機種開発と同等の対応

• 効果が低いため、現実的には
対応不可

b.圧縮機の
容量増加

• 通常時は部分負荷運転と
する対応法

• 機器最適条件での運転と
はならないため、効率低
下、CO2排出量増 △

1機種あ
たり
50億円
程度

5年
程度

125%
以上

10%
以上 ✕

• 圧縮機の大幅な設計変更要

• 空気流量/特性の変化に応じ、
燃焼器、タービン等も変更要

• 新機種開発と同等の対応

• 機器コスト、運用コストの悪
化により、導入促進を阻害す
る要因となる

課題1. 圧縮機空気流量低下

① 周波数低下時における1軸ガスタービンの課題と対策
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2. 要件案に対する技術的検討

対応方針 方法 検討結果 改善
効果

開発
費用

開発
期間

機器
コスト

効率
低下

評価 備考

2.
高温部品
の耐熱性
向上

a.材質改善 • 新規高耐熱材料を採用
する方法

• タービンに使用する材
料はクリープ、酸化等
の諸問題に対し高度に
バランスが必要

想定
不能

想定
不能

想定
不能

想定
不能 〇 ✕

• 新規材料の開発は非常に難易
度が高く、開発費用、所要期
間の想定は困難

b.冷却性能
向上

• 部品形状の変更により
冷却効率を高める方法

• 中小容量機は部品サイ
ズ面で加工上の制約が
あり、複雑な冷却構造
の採用は困難

△

1機種あ
たり
50億円
程度

5年
程度

130%
以上

5％
以上 ✕

• 機器サイズの増大による加工
面の制約回避を想定

• 新機種開発と同等の対応

• 常時熱損失の増大に伴う効率
低下が発生

• 機器コスト、運用コストの悪
化により、導入促進を阻害す
る要因となる

c.燃焼温度
上昇時の
温度分布
改善

• 燃焼状態の改善により
温度分布を平準化し、
局所的高温を抑制する
方法

• NOx低減面の制約もあ
り、空燃比を限定しな
がらの温度分布制御は
難易度高

△

1機種あ
たり
50億円
程度

5年
程度

110%
以上

5％
以上 ✕

• 燃焼器、タービンの大幅な設
計変更が必要

• 新機種開発と同等の対応

• 機器の世代交代に伴い改善が
期待できるが、一足飛びに現
グリッドコード案に対応する
ことは不可

課題2. 高温部品許容温度超過

① 周波数低下時における1軸ガスタービンの課題と対策
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2. 要件案に対する技術的検討

対応方針 必要な対策 改善
効果

開発
費用

開発
期間

機器
コスト

効率
低下

評価 備考

3．所要出力より高い
定格出力の機種を適用

• 制御の改造

• ガスタービン
調整

• ガスタービン
性能、環境性
能の見直し

〇

1機種あ
たり
0.5億円
程度

2年 120%
3～
10％

P13～
16
参照

• 機器コスト、運用コストの悪化に
より、導入促進を阻害する要因と
なる

現実的な対応策

① 周波数低下時における1軸ガスタービンの課題と対策
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2. 要件案に対する技術検討

② 周波数低下時におけるガスエンジンの課題と対策

対応方針 必要な対策 改善
効果

開発
費用

開発
期間

機器
コスト

効率
低下

評価 備考

4.
所要出力より高い定
格出力の機種を適用

• 制御の改造

• エンジン調整

• エンジン性能、
環境性能の見
直し 〇

1機種あ
たり
0.5億円
程度

1~2年
105～
115%

1～
2％

P13～
16
参照

• エンジンの出力に余力を持たせると
ともに、制御の改造・エンジン調整
等の開発を行うことにより対応

• 高効率化・出力増加による技術
開発により性能向上・コスト低減
を実現

• 機器コスト、運用コストの悪
化により、導入促進を阻害す
る要因となる

※ 一部のガスエンジンメーカー（4社）からの回答に基づく
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本要件に適合する発電側での対策は、

周波数低下時の出力低下は原動機の原理上不可避

従い、周波数低下時にも出力維持できるように、常時出力を下げ効率の悪い部分
負荷運転することが現実的な対応策(P11の3.およびP12の4.の対応策)

この対応策にて既存の全コジェネ（ガスタービン、ガスエンジン）がリプレースされた時
点での経済面での社会的影響は、

• 292億円/年の燃料費増加
• 116万tCO2/年のCO2排出量増加

【試算結果のまとめ】 (コジェネ発電設備のみで試算：各試算条件は次頁の通り)

3. 要件案に対する経済的検討

項目 数値

年間総発電電力量 363億kWh/年

対策による年間ガス消費量増分 530百万m3/年

対策による年間ガス代増分 292億円/年

対策による年間CO2増分 116万tCO2/年

※年間総発電電力量は、天然ガスコージェネ（ガスエンジン、ガスタービン）設備のみで試算。石油コージェネ（ディーゼ
ルエンジン等）、燃料電池の発電電力量は、当試算には含まず。
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3. 要件案に対する経済的検討

項目 数値 計算式

ガス
タービン

年間ガス使用量(対策前) 42.6億m3/年 =160億kWh×3.6MJ/kWh÷33%÷41MJ/m3

年間ガス消費量(対策後) 46.8億m3/年 =160億kWh×3.6MJ/kWh÷30%÷41MJ/m3

対策による年間ガス
消費量増分

4.2億m3/年 =46.8億m3-42.6億m3

ガス
エンジン

年間ガス使用量(対策前) 44.6億m3/年 =203億kWh×3.6MJ/kWh÷40%÷41MJ/m3

年間ガス消費量(対策後) 45.7億m3/年 =203億kWh×3.6MJ/kWh÷39%÷41MJ/m3

対策による年間ガス
消費量増分

1.1億m3/年 =45.7億m3-44.6億m3

対策による年間ガス消費量増分 計 5.3億m3/年 =4.2億m3＋1.1億m3

対策による年間ガス代増分 292億円/年 =5.3億m3×55.14円/m3

対策による年間CO2増分 116万tCO2/年 =5.3億m3×2.19tCO2/千m3

【原動機別の試算結果】 (各試算条件は次頁の通り)
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項目 数値 出典・備考

コジェネ
発電量

ガスタービン 160億kWh/年 【発電コスト検証WG】
・天然ガスコージェネ発電量は、コジェネ全体の発電
量616億kWhの59％（＝363億kWh）
・ガスタービン、ガスエンジンの発電量は、2019年度
ガスエンジン、ガスタービンのストック容量比率GE 
56：GT 44より算出

ガスエンジン 203億kWh/年

計 363億kWh/年

都市ガス熱量 41MJ/m3 都市ガス13A(LHV)

ガスタービン
発電効率

発電効率(対策前) 33% 一般的なガスタービンコジェネの発電効率

対策による効率低下 3%
現状、80%負荷での発電効率は、3～10%程度効率が
低下するが、最小値(楽観的試算条件)である3%を仮定

発電効率(対策後) 30% =33%-3%

ガスエンジン
発電効率

発電効率(対策前) 40% 一般的なガスエンジンコジェネの発電効率

対策による効率低下 1%
定格出力を下げて対応した場合、1～2％程度効率低下
するが最小値(楽観的試算条件)である1%ptと設定

発電効率(対策後) 39% =40%-1%

ガス単価 55.14円/m3
【発電コスト検証WG】
大手3社含む9事業者の工業用自由料金の年間平均単価
（2019年5月～2020年4月）

都市ガスCO2排出係数 2.19tCO2/千m3

前頁の試算における各条件は下表のとおり

3. 要件案に対する経済的検討
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評価項目 発電側対策：常時部分負荷運転 系統側対策：蓄電池設置(※1)

費用 292億円/年
(運用コスト増加分）

15億円/年
(耐用年数15年とする
15万kW×15万円/kW÷15年)

出力制御低減効果 評価対象外 評価対象外

変動対応能力
(電力市場にて価値評価)

評価対象外 評価対象外

公平性 本要件への対応に対する価値評価がな
い場合、発電設備設置者のみが負担す
ることとなり公平性に欠ける。

一定規模の費用が発生するが、系統利
用者全体で負担するため公平である。

実現性 原理面での制約があり、部分負荷運転
のみが現実的な対応策。

新規研究・開発・実証試験不要で対応。

発電側対策と系統側対策との比較検討結果は以下の通り

 費用 292億円／年（発電側対策）＞＞ 15億円／年（系統側対策）

 出力制御低減 評価対象外

 変動対応 評価対象外

 公平性 発電側対策は発電設備設置者のみに過大な負担が発生
託送料金での負担となり系統側対策は利用者全体が公平に負担

 実現性 発電側、系統側対策ともに、短中期的技術動向から実現可能と考えら
れる条件を選定

3. 要件案に対する経済的検討

※1：第12回グリッドコード検討会 資料4を参照
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原子力
石炭
火力

LNG
火力

石油
火力

コージェネ
レーション

水力 太陽光 風力
バイオマ
ス

燃料電池 計

2020年
発電電力量
（億kWh）

2,282 2,819 3,534 143 616
(5.2％)

829 919 170 404 43 11,759
(100％)

内）天然ガスコージェネレーション
（コージェネ全体の59％）→

363
(3.1％)

4. 各電源の発電電力量

 全発電電力量のうち、天然ガスコージェネレーションの割合は、3.1％（コジェネ全体で5.2％）。

 周波数5％低下時の出力低下を一律20％と仮定すれば、全発電電力量への占めるコジェネの出力
低下割合は、0.6％（＝363億kWh×20％÷11,759億kWh）となる。

 中長期的にはコジェネ含めた全ての発電設備がグリッドコードを満足するのが理想的であると理解
するものの、全体に占める出力割合が小さく技術的難易度の非常に高い中小規模のコージェネ発
電設備を規制対象とする必要性は低いのではないか。

※各時間断面における発電電力(kW)の側面では、参考となるデータが無く評価が困難。

出典) 経済産業省 発電コスト検証WG（2021年9月）

各電源の発電電力量とコージェネレーションが占める割合
（単位：億kWh）
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5. 発電出力維持要件に関する欧米グリッドコードとの比較

 海外における周波数低下時の主な連系要件は下表のとおり

規定 欧州EN 欧州RfG 米国 GC検討会

周波数と出力下限 あり あり なし あり

協議条項 あり あり － なし

除外対象 あり(協議) あり(協議) － なし

欧州EN：EN 50549-1/2 “Requirements for generating plants to be connected in parallel with
7 distribution networks”

4.1項：コジェネプラントにおける協議要請

4.4.3項：要件に適合不可の場合の協議

欧州RfG：COMMISSION REGULATION(EU) 2016/631

前文(28)：規定から免除するためのプロセス

Article 6(3)：自家発における協議要請

Article 13 (5.(b))：出力下限設定における機器特性の考慮

(ENTSO-E “Maximum Admissible Active Power Reduction at Low Frequencies”には、機器特性の解
説および英国におけるガスタービンの適用除外の実例が記載されている。)
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6. 要件案への修正要望

 第12回グリッドコード検討会にて提案された要件に適合するための新たな技術対応は非
常に困難であり、このまま本要件が適用された場合、以下を危惧する。

 稀頻度の周波数低下時に備えて、圧縮機の容量増加、あるいは所要出力より高い
定格の機種を適用するなど、機器能力に対し常時発電出力を下げて運転をすること
になる。

⇒ 機器の大幅な効率低下を伴うため、通常時の燃料消費量の増加による運用
費用の上昇はもとより、設置サイトのCO2排出量が増大することとなる。これは
国全体で進めているカーボンニュートラル社会の実現の妨げになるのではないか。

 全発電電力量のうち、コージェネの占める割合は、3.1％と非常に少ない。

⇒ 稀頻度事象に対し、大きな効果が期待できない設備に対しても一律で要件へ
の適合を求めることは、海外では行っておらず過度な規制と成りかねない。

 これらの状況を踏まえると、製品耐久性を損なわない範囲で最大限の出力を維持しつつ
脱落せずに運用する方が、通常時の経済性を維持しながら、一定の規模の電源を確保
でき、かつ温暖化対策にも資する、最も合理的な対策であると考える。

 日本電機工業会、日本ガス協会、コージェネ財団としては、

「ガスタービン・ガスエンジンを採用した60MW未満※のコジェネ設備については除外す
る」という条件を追記頂きたい。

以上
※コージェネ発電設備として発売されている最大容量は55,387kWである。
(日本工業出版 天然ガスコージェネレーション機器データ2023（2023年4月発行）より）
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参考資料
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（参考）ガスタービン・ガスエンジンのラインナップ

• ガスタービン：定格発電出力 1,090kW～55,387kW（全9社）
• ガスエンジン：定格発電出力 5kW～11,760kW（全9社）

出典：日本工業出版 天然ガスコージェネレーション機器データ2023（2023年4月発行）

※横軸：定格発電出力（kW）、縦軸：定格発電効率（％）
※ガスエンジンは50Hzのラインナップを記載
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（参考）ガスタービン、ガスエンジン 容量別の導入割合

• 導入台数割合は、100kW未満の機種が82％を占める。
• 導入容量割合は、5,000kW以上の機種が64％を占める。容量が大きくなるに

つれて、ガスタービンの割合が増える。

出典：コージェネ財団 統計データをグラフ化。

※ガスタービン、ガスタービンの累計導入実績（2012～2021年度の10年間）より導入台数割合、導入容量割合を計算。
※（参考）ガスタービン導入台数 136台、ガスエンジン導入台数 6,388台（2012～2021年度の10年間の累計）
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吸気温度℃

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電装置 周波数低下時の発電出力低下率（ご参考）

東北・東京の要件

(発電出力低下率7.5％@95%周波数低下)

北海道の要件(発電出力低下率5％@95%周波数低下)

99%周波数低下

98%周波数低下

97%周波数低下

96%周波数低下

95%周波数低下

（参考）ガスタービンの出力低下率の一例

本データは一例であり、機種により特性は異なる。

北海道の要件を満足するには、
通常運転時に20%程度の低負荷運転が必要
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(参考) 欧州EN50549-1,2

工場等で使用されるコジェネプラ
ントにおいては、有効電力に対す
る要求事項は発送双方で合意しな
ければならない。
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(参考) 欧州EN50549-1,2

発電設備が特定の環境条件にて出力低下の条件を
満足しない場合、発送双方が受容できる環境条件
について合意しなければならない。
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(参考) 欧州RfG

～

より広い効率的利益をもたらす特定の熱電併給設備の場合、
本規定に定める要件を適用すると、不釣り合いなコストが
発生し、効率的利益の喪失につながる可能性がある。
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(参考) 欧州RfG

系統に接続する自家発電事業者は、生産を維持す
る上で鋭敏な負荷を伴う発電機を系統から切り離
すことができる。その条件については系統運用者
と協議しなければならない。

本条項は、第12回グリッドコード検討会における改定案(資料4)に、下記文案として含まれている。

「なお、周波数変動に鋭敏な負荷設備や、構内設備（発電用所内電源を除く）への電源供給維持のため、
自立運転に移行する必要がある自家用発電設備については、対策内容を協議させていただきます。」
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(参考) 欧州RfG

～ 許容できる最大出力からの有効電力の低下は、

・適用可能な環境条件を明確化しなければな
らない

・発電設備の技術的受容度を考慮しなければ
ならない
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英国グリッドコードでは25℃を最高温度に設定し、
CCGTの出力低下限度要件は48.8Hzまでの低下し
か適用されない。
(48.8Hzは系統運用者の周波数低下時の負荷遮断
の設定値)
CCGTには本要件が長年適用されており、それゆえ
CCGTは費用対効果の高いソリューションへ発展した。
これら特性を、既設のCCGTの能力と混同してはならな
い。

(参考) ENTSO-E（RfGガイダンス）

 P.12 System characteristics 
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P24 CC.6.3.3

(参考)英国 nationalgridESO Connection Condition

CCGTの場合、この要件は低周波数のリレー
設定値である48.8Hzまで緩和すべきである。
48.8Hzは低周波数による第一段の自動ト
リップ条件として、OC6.6.2にて系統運用者
に周知されている。
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(参考) ENTSO-E（RfGガイダンス）

 P.13 Technology characteristics

周波数と出力の関係は適用技術により異なる。特にGTの
場合、固有の特性として周波数低下に伴い出力は減少
する。これは制御上の問題ではなく、物理的事実である。
一般的にGTは軸駆動される吸気圧縮装置と共に運転さ
れており、系統周波数の低下は出力低下につながる。これ
は高温域で顕著である。影響を低減するため、機種/設
備構成により対策ができるものもあるが、継続時間は過渡
的な短時間域に限られる。
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 P.14 Technology characteristics

(参考) ENTSO-E（RfGガイダンス）

RfG要件のうち最も難しいのはGT、特に高温域の問題
である。低周波数での過負荷はGTの最大の懸案であり、
49Hzを長時間下回る場合は出力抑制が必要である。
周温が高くなるほど、低温域に比べ周波数低下時の出
力維持が困難となる。通常、時間制限を設けない場合、
出力は10%/Hzの割合で低下する。
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(参考) グリッドコード検討会資料(第9回 参考資料1)
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系統側対策は蓄電池設置にて検討済みで、コストは225億円と試算

(参考) グリッドコード検討会資料(第12回 資料4)



© 2023  The Japan Electrical Manufactures’ Association 3535

(参考) 欧州RfGガイダンス(※)と納入実績

 欧州RfGのガイダンス文章には、周波数低下とガスタービン出力の関係について解説があります。
 系統の周波数低下によりガスタービンの出力は低下する。
 大気温度がより高温では、周波数低下時の出力維持できる容量はより低下する。
 ガスタービンの過負荷回避のため、49Hz以下においては発電出力の低減が行われるはずである。
 一般的には、ガスタービンは連続運転の条件にて10%/Hzの割合で発電出力が低下する。
 一般的にガスタービン定格はISO状態(15℃)で明示する。

※ Maximum Admissible Active Power Reduction at Low Frequencies

ENTSO-E guidance document for national implementation of conditions for maximum admissible active power reduction at low frequencies

 右図はガイダンス記載のGTの特性グラフであり、
2%/Hzへの適合は困難ということが示されていま
す。

 EN50549-2において、発電ユニットが出力低下
要件を満たせない場合は、発電事業者とTSO間
にて合意しなければならない(shall)との記載があり
ます。
「発電ユニットが指定された環境条件下で出力低
減要件を満たさない場合、電力供給者と責任者
(TSOなど）は許容可能な環境条件について合意
するものとする。」

 ドイツでは「保護装置の範囲内での運用」というこ
とで、グリッドコード要件を適用した実績があります。


